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はじめに

　文部科学省の「平成 26 年度児童生徒の問題行

動等生徒指導上の諸問題に関する調査」によれ

ば、平成 26 年度の暴力行為の発生件数は、小学

校 11,468 件（前年度 10,896 件）、中学校 35,683 件

（前年度 40,246 件）、高等学校 7,091 件（前年度 8,203 

件）の合計 54,242 件（前年度 59,345 件）である。

　また、不登校の児童生徒数は、小学校 25,866 

人（前年度 24,175 人）、中学校 97,036 人（前年度

95,442 人）の合計 122,902 人（前年度 119,617 人）

で、在籍者数に占める割合は小学校 0.39％（前年

度 0.36％）、中学校 2.76％（前年度 2.69％）の合

計 1.21％（前年度 1.17％）である。高等学校の不

登校生徒数は 53,154 人（前年度 55,655 人）で、

在籍者数に占める割合は 1.59％（前年度 1.67％）、

中途退学者数は 53,403 人（前年度 59,923 人）で、

在籍者数に占める割合は 1.5％（前年度 1.7％）で

ある。

　一方、平成 26 年度におけるいじめの認知件数

は小学校 122,721 件（前年度 118,748 件）、中学校

52,969 件（前年度 55,248 件）、高等学校 11,404 件

（前年度 11,039 件）、特別支援学校 963 件（前年度

768 件）の合計 188,057 件（前年度 185,803 件）で

あり、いじめ防止対策推進法に規定する重大事態

の発生件数は 450 件（前年度 179 件）である。

　これまで文部科学省や都道府県及び市町村の教

育委員会では、学校における生徒指導の充実を図

るためにスクールカウンセラー（以下 SC）の導入、

関係機関との行動連携の強化、スクールソーシャ

ルワーカー（以下 SSW）の配置などを進めてきて

いるが、前述の問題行動等調査結果に示されてい

るように児童生徒の暴力行為、不登校、いじめな

どを大幅に減少させるまでには至っていない。

　そのような中、文部科学省が平成 26 年７月に

中央教育審議会に対して諮問した内容の一つに、

「これからの学校教育を担う教職員やチームとし

ての学校の在り方について」がある。特に、「チー

ムとしての学校」が求められる理由として、「従

来よりも複雑化・多様化している学校の課題に対

応していくためには、学校組織全体の総合力を一

層高めていくことが重要であることから、教員と

しての専門性や職務を捉え直し、学校内における

教職員の役割分担や連携の在り方を見直し改善し

ていくとともに、教員とは異なる専門性や経験を

有する専門的スタッフを学校に配置し、教員と教

員以外の者がそれぞれ専門性を連携して発揮し、

学校組織全体が一つのチームとして力を発揮する

こと」が挙げられており、生徒指導をはじめとす

る諸課題に学校がチームとして対応していくこと

の必要性が示されている。

　そこで、本稿では「チームとしての学校」の考

え方の先行的な事例の一つと考えられるサポート

チームの取組事例を分析し、校内での組織的対応

及び関係機関との行動連携など主として生徒指導

面での充実策を検討する。

１「チームとしての学校」

　中央教育審議会初等中等教育分科会・チーム

としての学校・教職員の在り方に関する作業部

会（2015）は中間まとめを出し、「多様化する

子供や家庭に対応し、複雑化・困難化した課題

に向き合うため、教職員に加え、多様な背景を
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有する人材が各々の専門性に応じて、学校運営

に参画することにより、学校の教育力・組織力

を、より効果的に高めていくことがこれからの

時代には不可欠である。」として、「チームとし

ての学校」を実現するための改善方策を①専門

性に基づくチーム体制の構築、②学校のマネジ

メント機能の強化、③教員一人一人が力を発揮

できる環境の整備の３点でまとめている。

　特に中間まとめの P3 には生徒指導上の課題

解決のための「チームとしての学校」の必要性

が具体的に示され、「心理や福祉の専門性に基

づき、家庭や地域に働きかけていくための体制

を整備することが必要である」、「心理の専門家

であるカウンセラーや福祉の専門家であるソー

シャルワーカーを活用し、子供たちの様々な情

報を整理統合し、アセスメントやプランニング

をした上で、教職員がチームで、問題を抱えた

子供たちの支援を行うことが重要である。さら

に、いじめなど、児童生徒の生命・身体や教育

を受ける権利を脅かすような重大事案において

は、校内の情報共有や、専門家との連携が不足

し、子供の SOS が見過ごされていることがあ

る。校長のリーダーシップの下、チームを構成

する個々人がそれぞれの立場や役割を認識しつ

つ、情報を共有し、課題に対応していく必要が

ある。」など教職員と専門スタッフとの連携、

分担の在り方に言及している。

　さらに、教育委員会による学校への支援の充

実のために指導主事の配置等の改善・充実も求

め、指導主事の専門性が発揮されるよう教育委

員会事務局の業務の見直しが必要であることも

検討を要する課題として挙げている。

２　文部科学省の生徒指導方針

　国立教育政策研究所生徒指導研究センター

（2011）は、「生徒指導資料第４集学校と関係機

関等との連携〜学校を支える日々の連携〜」の

中で、それまでに出された過去４回の生徒指導

に関する報告書を連携の基本として示してい

る。それを参考に生徒指導方針の変遷をまとめ

ると以下のようになる。

⑴　学校の「抱え込み」から開かれた「連携へ」

（児童生徒の問題行動等に関する調査研究協

力者会議：平成 10 年 3 月報告）

　関係機関の機能や組織を教職員が十分理解

した上で、学校だけの対応ではなく関係機関

と連携した対応が必要であること、その際は

保護者や地域住民等への十分な説明が必要で

あることなどが示された。

⑵　心と行動のネットワーク−心のサインを見

逃すな、「情報連携」から「行動連携」へ−

　　（少年の問題行動等に関する調査研究協力

者会議：平成 13 年３月報告）

　この報告では、学校と関係機関等との情報

連携が中心であったそれまでのレベルでは不

十分であるとして、行動連携ができるサポー

トチームの体制づくりの必要性が示された。

⑶　問題行動等への地域における支援システム

について（国立教育政策研究所生徒指導研究

センター：平成 14 年３月調査研究報告書）

　この調査研究報告書では、深刻な問題行動

等を起こしている児童生徒に対して学校の行

動連携の必要性の判断、教育委員会によるサ

ポートチーム編成及び家庭の監護に問題があ

る場合のサポートチームの援助など出席停止

措置への対応も含め示された。

⑷　学校と関係機関等との行動連携を一層推進

するために（学校と関係機関との行動連携に

関する研究会：平成 16 年３月報告）

　この報告では、全国で取り組まれたサポー

トチームのモデル事業の実践をもとに、行動

連携の推進において地域人材を活用した関係

機関等との日常的な連携やサポートチームに

よる効果的な対応とそのための個人情報の取

扱いなどに関するルールの明確化などが示さ

れた。

　筆者は、平成 11 年度からＫ県Ａ市教育委員会

の生徒指導担当指導主事として３年間勤務し、特

に平成 13 年度には、文部科学省の指定を受けて

サポートチームによる行動連携の研究に取り組ん

だ。その後、平成14年度からは県総合教育センター

の教育相談及び生徒指導担当として学校や市町村

教育委員会と行動連携を行う立場で４年間勤務し

た。したがって、関係機関等との情報連携やサポー
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トチームによる行動連携の必要性などについて身

を以て体験してきており、教職員と様々な専門性

を有するスタッフが「チームとしての学校」にお

いて相互連携を深めながら課題解決に当たること

は極めて重要であると筆者自身捉えている。

　さらに文部科学省（2010）の刊行した「生徒指

導提要」は、生徒指導における組織的対応、学校

間や関係機関等との連携なども含め小学校段階か

ら高等学校段階までの生徒指導の理論や指導方法

等に関する体系的な基本書として、学校の教職員

はもとより、将来教職を目指す学生にとっても現

時点における生徒指導のバイブル的存在として評

価できる。

　また、平成 25 年のいじめ防止対策推進法の施

行に伴って策定された「いじめ防止基本指針」で

は、いじめている児童生徒に対する指導において

警察や児童相談所、医療機関、法務局などの関係

機関との適切な連携が必要なこと、平素からの情

報共有体制を構築しておくことなどこれまでの生

徒指導の方針がより明確に示された内容となって

いる。

３　行動連携の先行事例分析

　これまで述べてきたように、文部科学省は平成

10 年度以降児童生徒の問題行動等への対応として

学校だけの対応ではなく、関係機関による行動連

携が重要であるとして施策を推進してきた。特に

平成 14・15 年度の「サポートチーム等地域支援

システム推進事業」の成果は前述の学校と関係機

関との行動連携に関する研究会（平成 16 年 3 月）

報告として広く全国に紹介され、サポートチー

ムの果たす役割などが認識されるきっかけとなっ

た。

　ここでは、全国でサポートチームの取組が本格

的に開始される前段階において先行してサポート

チームの実践研究に取り組んだＡ市の調査研究報

告書（2002）から「チームとしての学校」 の考え

方による生徒指導として参考になるポイントを拾

い上げたいと考える。

⑴　Ａ市の研究の位置付け

　Ａ市は、長い間大規模中学校において問題行

動が多発し、卒業した有職・無職の少年と在校

生の関係が問題視されていた。多発する中学生

の問題行動への対応として当該中学校では、臨

時 PTA や地域の公民館長及び民生委員等からな

る「学校活性化協議会」などを開催して学校の

実情を説明し、開かれた学校として学校教育へ

の理解と協力を要請した。PTA は、保護者が交

代で校内巡視を行うなど学習環境の維持に積極

的に取り組んだ。

   また、市教育委員会も全面的に当該学校を支

援し、トイレをはじめとする壊された施設の即

時改修、指導主事のほぼ毎日にわたる学校への

派遣（教職員との協働による学校周辺及び校門

での指導及び校内徘徊生徒への指導、授業改善

への助言など）、警察署や児童相談所等との連

携に奔走した。

　しかし、平成 12 年度の問題行動等も前年度

に比べて増加するなどこれまでの対応には限界

があることも関係者の中で認識されるに至り、

システマティックな生徒指導の在り方を検討す

る必要から平成 13 年度文部科学省の教育方法

の改善に関する調査研究として研究指定を受

け、サポートチームの実践研究に取り組むこと

になった。

⑵　Ａ市の研究目的

　Ａ市では、教育委員会や学校が関係機関と

行ってきた個々の連携をサポートチームとして

一つにまとめること、法改正が進められつつ

あった出席停止措置への対応について検討する

ために次の２つの研究目的を設定して研究に取

り組んでいる。

①　問題行動に対する関係機関からなるサポー

トチームの組織化とその活動の在り方につい

て研究する。

②　出席停止措置を含め、問題行動を繰り返す

生徒及び保護者に対して教育委員会が実施で

きる支援策を研究する。

⑶　研究の方法

　Ａ市では、全国のサポートチームによる実践

の先駆けであったＨ県Ｂ市をモデルとして、サ

ポートチームによる問題行動等発生時の対応を

中心とする短期的視点と市民総ぐるみで青少年

の健全育成を行う長期的視点で生徒指導の基本
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構想を立案し、取組を推進した。

⑷　研究組織

①　調査研究推進会議

　県教育委員会の生徒指導担当指導主事、県

児童相談所の相談部長、Ａ市が教育相談を依

頼している大学教授、警察署長、市教育委員

会及び関係課の課長などを構成員として研究

推進のための理解と協力を求める会議として

位置づけている。

②　子どもサポートチーム会議

　学校からの要請及び教育委員会の判断によ

り機動的に行動連携を図るための実務者レ

ベルの会議として位置づけている。構成メン

バーは、学校教育課を事務局とし、研究協力

校として依頼した中学校区の中学校と小学校

の校長又は教頭、生徒指導主任、SC、心の教

室相談員、PTA 代表、福祉事務所の家庭教育

相談員、主任児童委員や民生委員、警察署生

活安全係（少年担当）、保護司、教育委員会

各課の指導主事、少年指導センター相談員、

教育事務所指導課長等からなる組織で、ケー

スによって参加メンバーは異なっている。

　サポートチームの基本的な役割として表１

の項目が共通理解されている。

表１サポートチームの基本的な役割   

内　　　　　　　容  

1 学校の生徒指導体制を側面から支援する。

2 学校からの要請に積極的に応じる。

3 目の前の生徒を大事にするために、今何を

すればよいか考える。                 

4 学校から別の機関に送致、卒業させたら問

題が解決するわけではない。

5 将来のＡ市を託せるＡ市民を育てるために

今何が必要か考える。

6

会議の内容は、秘密の情報として必要以上

に外部に話さない。しかし、連携して取り

組むためには、必要な情報は積極的に提供

する。  

7
会議への出席は内容を考慮して関係する行

政機関の方を中心にお願いする。必要に応

じて関係する方を加えて協力を依頼する。

    ③　研究冊子編集委員会

　 研究の成果及び課題の整理、短期的視点、

長期的視点に立った生徒指導の啓発を目的と

して市教育委員会の指導主事と研究協力校の

教頭で構成している。

⑸　変化のみられた生徒指導

　平成 13 年度のＡ市の実践研究は、当該中学

校及びＡ市の生徒指導の在り方に少なからず変

化をもたらしている。その主な内容は以下のよ

うなものである。

①　「シナリオづくり」による対応

　　Ａ市は、県庁所在地から遠方であったこと

もあり SC の配置が見送られていたが、生徒

指導の対応において SC は不可欠であるとの

Ａ市教育委員会の強い要望で SC が平成 13 年

度から配置された。SC が配置されていない

間は、教員経験のある心の教室相談員が相談

業務の中心を担っていた。

　　配置された SC は、カウンセリングに精通

していることに加え、情緒障害児療育施設で

の実務経験のある臨床心理士であり、生徒及

び保護者への対応はもとより教職員へのコン

サルテーションも丁寧であった。

　　その SC が提案した手法が「シナリオづく

り」である。「シナリオづくり」の基本的な

考え方は、SC や教師が子どもの発達の状態

を見極め、カウンセリングを重ねる中でその

子ども自身が有能感を持てるような学習環境

や学習内容を設定し、生活レベルから実践さ

せる方法である。自己決定と自己責任の原則

に基づき家庭、学校、社会が持っている資源

を活用して成長していく取組であり、大きく

学校での対応とサポートチームでの対応から

構成されている。 

　　図１　「シナリオづくり」による対応

　　　　　Ａ市調査研究報告書（2002）
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　校内対応では、SC によるカウンセリングを

通して、４つの選択肢から自分の生活シナリオ

を生徒自身が作り、保護者の同意を得て実践し、

１週間程度を目安に継続又は変更について SC

に相談しながら決定していく。学校又は自宅で

の安定した学習が継続できない場合、サポート

チームによる校外での対応が選択肢として提供

される流れとなっている。

②　当該中学校での校内サポート体制

　当該中学校の問題行動等への対応は生徒指導

部会によって検討されてはいたが、基本的には

学級担任がその責任を担う従来の生徒指導体制

が継続していた。サポートチームの研究推進を

行う中で、学校全体で問題解決に当たることの

重要性を全職員が認識し、校内のサポート体制

づくりが促進された。

　対応事案が発生した場合、生徒の所属学年に

こだわることなく、生徒との関係性を重視し

て学校全体のリソースを有効に活用した校内サ

ポートチームを組織して臨機応変に対応する流

れができた。シナリオづくりによる当該生徒へ

の対応もそうした校内サポートチームで協力し

合いながら進められていった。SC が１週間に

１回（半日）の勤務であったため、教頭・生徒

指導主任・心の教室相談員（終日勤務）が SC

との連携を図りながら、校内におけるサポート

体制を支援した。

③　市子どもサポートチームの取組

　市子どもサポートチームでは、２件の生徒間

暴力に関わった生徒への対応を検討しており、

校内での対応とともに短期間ではあったが、市

の教育施設を活用した校外での対応も行われ

た。

　その過程で、子どもに関わりを持つ行政担当

者が連携して対応することの重要性を再認識し

ている。それまでも学校と警察、学校と民生委

員、教育委員会と福祉、教育委員会と保護司な

ど関係する機関とは個々に連携を図りながら対

応してはいたが、サポートチームとして一堂に

会して対応することで多角的な見方や一人一人

の子どもや家庭に対する慎重な関わり方を相互

に理解する機会となった。

④　出席停止措置等への対応

　平成 14 年１月 11 日から施行された改正学校

教育法では出席停止の具体的要件や出席停止措

置を命じる際の教育委員会の権限と責任が明確

化された。それに合わせて「学校管理規則」の

一部改正や「児童生徒の出席停止措置の手続き

に関する規則」の策定及び「出席停止措置の運

用指針」の見直しなども行われた。「出席停止

措置の運用指針」には、先述の校内・校外にお

ける対応やサポートチームを活用した地域ぐる

みでの対応なども盛り込まれた。  

⑹　Ａ市の実践研究から見いだされた課題

　サポートチームによる行動連携をより効果的

に進めるために、実践研究を通してＡ市が課

題として挙げたものを整理すると次のようにな

る。

①　サポートチームの事務局に学校や関係機関

との連携を迅速に行うための機動的な人材の

配置の必要性

②　心理学等の専門知識を有する SC 等の学校

への積極的な配置

③　民生委員等地域の人材活用の判断時期

④　地方の市町村が国や県の機関等と連携を円

滑に進めるための県レベルでの関係機関連絡

会の必要性

⑤　児童相談所での一時保護や施設入所など福

祉的観点からの措置を行うための児童相談所

等との早くからの連携と保護者への丁寧な説

明の必要性

⑥　校外学習等の円滑な実施及び出席停止措置

を講じた際の教育施設の確保や支援

⑺　Ａ市の実践の考察

　Ａ市がサポートチームによる行動連携の実践

研究に取り組んだことで、これまで述べてきた

ように当該中学校も校内サポートチームによる

指導体制を導入し、教頭、生徒指導主任を中心

としながらも SC や心の教室相談員を積極的に

活用してチームとしての生徒指導ができるよう

になっていった。そして、市教育委員会を中心

とするサポートチームの実務者が、関係機関が

連携するとはどういうことか本気になって考

え、協力する体制ができていった。しかし、既
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に述べたように多くの課題も見いだされてお

り、ここではその課題について検討していきた

い。

　課題①の事務局に配置する人材は、学校と関

係機関を繋ぐコーディネーターの役割を担うと

ともに、それぞれの機関の担当者と日頃から密

にコミュニケーションを図ることができる人材

が求められる。Ａ市においては、生徒指導担当

指導主事がその役を担ったが、指導主事の他の

業務との兼ね合いもあり迅速な対応ができない

状況もあったため、SSW のように機動性があり、

各機関の担当者と顔の見える連携ができる人材

の配置が必要であると思われる。

　課題②の SC 等の専門性を有する人材の学校

への積極的な配置は、Ａ市の実践研究において

も SC の果たした役割が極めて大きかったこと

を考えると、重要な指摘であると考える。その

際、１週間に１回程度の勤務ではなく、常時勤

務できる状況にすることが「チームとしての学

校」を実現するためにも今般の「いじめ防止基

本指針」の理念を実現するためにも必要である

と思われる。

　課題③の民生委員等の地域人材の活用につい

ては、地域に開かれた学校づくりを推進する上

でも重要なことであり、情報共有と守秘義務の

徹底を図りながらケース毎に検討する必要があ

ると思われる。

　課題④の県レベルでの関係機関の連携会議に

ついては、いじめ防止対策の観点においても国

レベルでの連携、県レベルでの連携が促進され

てきている状況があり、地方の市町村や学校が

関係機関との連携を図りやすい環境が整いつつ

あると思われる。

　課題⑤の福祉的な観点での対応についても

「いじめ防止基本指針」に平素からの情報共有

の必要性が示されており、その実行が求められ

るところである。

　課題⑥の校外学習や出席停止措置時の適切な

対応のための教育的支援については、その後Ａ

市には適応指導教室が設置され、指導員３名が

学校教育課の指導主事と連携を図りながら、平

素は不登校児童生徒への対応を中心としつつ、

問題行動等による校外学習及び出席停止措置時

においても適切な教育的支援を行える体制が整

えられた。出席停止措置を講じたくても出席停

止期間中の児童生徒への対応に不安があるため

出席停止措置を講じることができない学校や教

育委員会が多いことを考えると、こうした施設

とそこで対応する職員の確保は不可欠であると

いえる。

　さらに、文部科学省の SSW 配置事業がスター

トしてからは、適応指導教室の指導員が SSW

としてＡ市内の各学校と連携を図りながら、生

徒指導上の課題に対応する体制に移行してい

る。

４　「チームとしての学校」の考え方を生かした

生徒指導

　神奈川県総合教育センター（2007）は、文部

科学省をはじめ内閣府や厚生労働省、警察庁な

ども関係機関との行動連携の必要性を繰り返し

提言しているが、必ずしも十分な連携が行われ

ているとはいえないことを指摘し、行動連携を

阻む課題として、①個人情報の取扱い、②多職

種協働チーム内のコミュニケーション、③ネッ

トワークの構造の在り方の３点を挙げている。

そして、その課題解決のために①　「アセスメ

ントチェックシート」や「行動連携シート」な

どを活用した情報連携の見直し、②協働事例研

究等の実施、③多様なネットワークシステムの

整理と各専門分野のネットワークセンターの必

要性などを提案している。

　言い古されてきた、行動連携の基になる情報

連携でさえ、担当者が替わると機能しなくなる

場合がある。学校以上に短い期間で異動するこ

との多い行政担当者の中には、採用前に教育や

福祉の分野の学びが十分ではない場合もある。

前任者が築いたネットワークを後任者がしっか

り引き継ぎ、途切れることなく関係機関の連携

が図られるようにする人事上の工夫や担当者の

研修も必要である。

   我が国における SSW の先駆的な研究者・実践

者である門田・奥村（2009）は、子どもの抱え

る状況を学校・家庭・関係機関が協働して取り
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組んでいくことの多い我が国では、「中学校区・

拠点巡回型」がよいと提案している。

　筆者も有資格者の SSW が少ない現状、多く

の SSW を配置するだけの財政的な基盤がない

状況では、一人の SSW が複数の学校を対象と

しなければならず、中学校区で生徒指導上の課

題を小・中連携という視点からも支援できる「中

学校区・拠点巡回型」は、現実的であると考える。

　「チームとしての学校」を実現するには、学

校組織のことや教育について理解の深い常勤の

SCやSSWの配置が不可欠である。Ａ市のサポー

トチームの先行事例やその後の文部科学省から

出された生徒指導の方針、「いじめ防止基本指

針」等においても心理や福祉の専門性を有する

職員の配置が謳われており、生徒指導の充実を

図るためひいては教職員が学習指導に専念でき

る環境を整えるためにも早期の実現を期待した

い。

　塚元（2012）は、筆者と同様に市町村教育委

員会で生徒指導を担当する指導主事として課題

を抱えた子どもたちへの対応を関係機関と連携

して行った経緯を踏まえ、効果的なケース会議

の在り方を提案している。学校の教職員や教育

委員会の指導主事だけで様々な課題に対応する

ことは不可能であり、それぞれに専門性を有す

る実務者が真剣に児童生徒の将来を見据えて連

携して対応することを強く訴えている。

　筆者も塚元も初めての指導主事経験時に生徒

指導担当となり、教育委員会内の各部署だけで

はなく、福祉や警察、保健・医療機関などとの

連携を進める役割を担った。このようなＯＪＴ

を通して学びを深めることは重要であるが、学

校を支援する教育委員会の指導主事の役割には

極めて大きいものがあることを考えると、指導

主事がその専門性を十分に発揮できるような業

務の見直しや人的配置、指導主事の研修機会の

確保なども「チームとしての学校」の考え方に

よる生徒指導を充実する上で必要なことである

と考える。

おわりに

　「チームとしての学校」による生徒指導は、SC

や SSW といった心理や福祉の専門家を学校に導

入するだけでは実現できない。作業部会の中間ま

とめにも示されているように、管理職を中心とし

た学校のマネジメント機能を強化することも重要

である。そして、教育委員会等による学校への支

援機能の充実も欠くことはできない。

　「チームとしての学校」による生徒指導の充実

には、人と人をつなぐ架け橋となる人材が不可欠

である。それが SC や SSW であるか、教頭や生徒

指導主任であるか地域や学校の状況によっても異

なると思われるが、学校や教育委員会に教員以外

の専門性を有する人材が多数配置され、外部の関

係機関とも適切な連携を図りながら、暴力行為、

不登校、いじめなどをはじめとする生徒指導上の

様々な課題にチームで対応できる環境が早期に整

備されることを願ってやまない。
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